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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移

につきましては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がありませんので記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

５．第38期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自平成17年 
５月１日 

至平成17年 
10月31日 

自平成18年 
５月１日 

至平成18年 
10月31日 

自平成19年 
５月１日 

至平成19年 
10月31日 

自平成17年 
５月１日 

至平成18年 
４月30日 

自平成18年 
５月１日 

至平成19年 
４月30日 

売上高（千円） 1,213,149 1,235,605 1,294,712 2,519,930 2,527,239 

経常利益（千円） 100,708 64,913 39,310 167,895 123,203 

中間（当期）純利益（千円） 127,648 34,924 23,023 168,332 65,767 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 774,000 774,000 774,000 774,000 774,000 

発行済株式総数（千株） 5,850 5,850 5,850 5,850 5,850 

純資産額（千円） 3,438,636 3,401,826 3,326,898 3,428,013 3,368,941 

総資産額（千円） 4,118,107 3,973,985 3,992,729 4,088,570 3,990,892 

１株当たり純資産額（円） 648.91 641.97 629.61 645.02 635.76 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
24.09 6.59 4.35 29.88 12.41 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 9.00 9.00 8.00 18.00 18.00 

自己資本比率（％） 83.5 85.6 83.3 83.8 84.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
68,370 63,894 207,451 144,132 146,021 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
57,936 31,374 △62,909 △82,293 90,096 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△52,990 △47,853 △54,863 △150,583 △95,596 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
943,226 828,581 1,011,365 781,165 921,686 

従業員数（人） 81 82 82 80 82 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は、円満に推移しております。 

  平成19年10月31日現在

従業員数（人） 82 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益に支えられ、緩やかな回復基調で推移しました。しかし

ながら、雇用環境の持ち直しはあるものの個人所得は伸びず、また、原油価格の高騰が長期化の様相を呈している

ことから石油関連製品をはじめとする素材価格の上昇、米国サブプライムローン問題に端を発する世界的な金融不

安など、今後の景気動向に対する不透明感もぬぐいきれない状況が続いております。 

 当業界におきましても、原油・ナフサ価格の高騰に伴う樹脂原料価格の値上げの影響を受けるとともに、個人消

費は低迷し、需要減退の影響を受けました。またユーザーの品質管理の要求は一段と高まるなど、引き続き厳しい

経営環境にありました。 

 このような状況のなかで、当社は主力の食品分野においては、きめ細かく新規需要を掘り起こしていく対応を図

り、また非食品分野を成長分野と位置付けて、電子部品用、医療用、産業用向けの取り組みを積極的に推進し、販

売の拡大に努めてまいりました結果、売上高は12億94百万円（前年同期比4.8％増）となりました。 

 利益につきましては、樹脂原料価格の値上がりに対し、全社を挙げての徹底したコスト削減に取り組みました

が、原材料費の値上げ影響等により、営業利益は23百万円（前年同期比40.4％減）、経常利益は39百万円（前年同

期比39.4％減）、中間純利益は23百万円（前年同期比34.1％減）となりました。 

 用途別の売上高につきましては、食品分野では、水産用の需要不振による減少があるものの、惣菜用、畜産用の

増加により９億30百万円（前年同期比0.5％増）となりました。 

 非食品分野では、電子部品用、産業用は減少したものの、医療用の増加により２億29百万円（前年同期比8.2％

増）となりました。 

 商品につきましては、突き刺し強度の高い袋の販売が順調に推移したこと等により１億35百万円（前年同期比

37.6％増）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、

仕入債務の増加等により前事業年度末より89百万円増加し、10億11百万円（前年同期比１億82百万円増）となりま

した。 

 なお、フリー・キャッシュ・フローは１億51百万円（前年同期は△１億38百万円）となりました。 

 また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は２億７百万円（前年同期比１億43百万円増）となりまし

た。 

 これは主に税引前中間純利益41百万円、減価償却費66百万円、仕入債務の増加77百万円並び利息及び配当金等の

受取15百万円があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は62百万円（前年同期は31百万円の獲得）となりました。

 これは主に有形固定資産の取得による支出56百万円があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は54百万円（前年同期比７百万円支出増）となりました。

 これは配当金の支払47百万円及び自己株式の取得による支出7百万円によるものであります。 

(注)フリー・キャッシュ・フローは(営業活動によるキャッシュ・フロー)から(有形固定資産の取得による支出)

を差し引いて計算しました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を用途別に示すと、次のとおりであります。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を用途別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を用途別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

区分 
（用途別） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前年同期比（％） 

食品（ｋｇ） 1,100,195 101.1 

非食品（ｋｇ） 351,485 133.4 

合計（ｋｇ） 1,451,680 107.4 

区分（用途別） 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

製品         

食品 951,770 100.9 63,856 87.4 

非食品 233,867 111.1 34,473 117.1 

製品合計 1,185,638 102.8 98,330 96.0 

商品 136,962 141.3 7,113 157.1 

合計 1,322,600 105.8 105,443 98.5 

区分 
（用途別） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前年同期比（％） 

製品     

食品（千円） 930,443 100.5 

非食品（千円） 229,084 108.2 

製品合計（千円） 1,159,528 101.9 

商品（千円） 135,183 137.6 

合計（千円） 1,294,712 104.8 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、独自の多層チューブフィルムの技術を生かし、食品、産業分野をはじめ、電子部品、車両、医療などの成

長分野での、高機能・多機能新製品の研究開発を主に開発部において行っております。 

この目的のため、 

１．顧客ニーズに合致した高品質で使い勝手の良い製品の開発 

２．高機能・多機能・高付加価値製品の開発 

を主眼として、今後の事業の中心となる製品の研究開発を進めております。 

 当中間会計期間としては、輸液バッグ用フィルム、食品向け新規５層フィルム等に取り組んでおります。 

 なお、当中間会計期間の研究開発費用は総額で17,841千円（売上高比1.4％）となりました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前事業年度末（平成19年４月30日）において計画中であった設備についての変更は、次のとおりであります。

設備投資計画金額を１億54百万円としておりましたが、製造原価低減の取組として、本社工場における第一工

場品種の第三工場への集約によって設備共有化等による設備投資の見直しを行い、計画金額を81百万円に修正い

たしました。 

(2) 前事業年度末（平成19年４月30日）において計画中であった設備の新設、除却等のうち、当中間会計期間に完

了した主なものは次のとおりであります。 

 （注）１．設備計画の目的は設備の更新・改良であり、生産能力への影響は軽微であります。 

２．上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

事業所名 
（所在地） 

部門の名称 設備の内容 金額(千円) 完了年月 増加能力 

 本社工場 

（愛知県愛知郡東郷町） 
製造部門  フィルム成形装置他 3,614 平成19年10月  （注）１  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 当社は自己株式565千株（9.67％）を所有しておりますが、上記大株主から除いております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 23,850,000 

計 23,850,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年１月29日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 5,850,000 5,850,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 5,850,000 5,850,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年５月１日～

平成19年10月31日  

  

－ 5,850,000 － 774,000 － 1,150,310 

  平成19年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

盛田エンタプライズ株式会社 名古屋市中区栄一丁目7-34 2,728 46.63 

名古屋中小企業投資育成株式会社 名古屋市中村区名駅南一丁目16-30 210 3.58 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目1-2 120 2.05 

佐藤兼義 静岡県湖西市 115 1.96 

オザキ軽化学従業員持株会 愛知県愛知郡東郷町諸輪北山158-89 87 1.49 

鈴木勝美 愛知県愛知郡長久手町 80 1.36 

オザキ軽化学取引先持株会 愛知県愛知郡東郷町諸輪北山158-89 72 1.23 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目6-6 40 0.68 

Ｙ.Ｎ.Ｍ投資事業有限責任組合 東京都港区南青山二丁目2-15 37 0.63 

臼井雅巳 岐阜県岐阜市 36 0.61 

計 － 3,525 60.26 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式5,000株（議決権の数５個）が、含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 565,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式5,283,000 5,283 － 

単元未満株式 普通株式  2,000 － － 

発行済株式総数 5,850,000 － － 

総株主の議決権 － 5,283 － 

  平成19年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

オザキ軽化学株式

会社 

愛知県愛知郡東郷

町大字諸輪字北山

158番地89 

565,000 － 565,000 9.66 

計 － 565,000 － 565,000 9.66 

月別 平成19年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 559 544 520 515 510 499 

最低（円） 510 513 481 480 460 458 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年５月１日から平成19年10月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年５月１日から平成19年10月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年10月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年10月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   785,270   867,827 878,317   

２．受取手形 注２ 379,275   390,604 429,279   

３．売掛金   377,892   398,332 380,404   

４．たな卸資産   107,582   123,522 106,982   

５．その他   96,090   172,670 96,120   

貸倒引当金   △357   △213 △219   

流動資産合計     1,745,754 43.9 1,952,744 48.9   1,890,885 47.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 注１         

(1) 建物   221,558   202,567 213,161   

(2) 機械及び装置   419,500   365,155 412,846   

(3) 土地   605,251   605,251 605,251   

(4) その他   32,825   29,448 31,290   

計   1,279,137   1,202,423 1,262,550   

２．無形固定資産   7,089   7,089 7,089   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   540,667   396,823 413,807   

(2) 繰延税金資産   6,355   28,124 18,568   

(3) 長期性預金   300,000   300,000 300,000   

(4) その他   95,185   106,544 98,433   

貸倒引当金   △203   △1,020 △442   

計   942,004   830,472 830,367   

固定資産合計     2,228,231 56.1 2,039,985 51.1   2,100,007 52.6

資産合計     3,973,985 100.0 3,992,729 100.0   3,990,892 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 注２ 27,280   41,942 22,009   

２．買掛金   388,497   449,767 392,043   

３．未払法人税等   7,156   23,852 7,654   

４．その他 注２ 115,586   103,391 162,989   

流動負債合計     538,520 13.6 618,954 15.5   584,697 14.7

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   20,563   23,654 19,430   

２．役員退職慰労引当
金 

  12,725   21,221 17,473   

３．その他   350   2,000 350   

固定負債合計     33,639 0.8 46,876 1.2   37,253 0.9

負債合計     572,159 14.4 665,830 16.7   621,951 15.6

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年10月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年10月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     774,000 19.5 774,000 19.4   774,000 19.4

２．資本剰余金           

(1)資本準備金   1,150,310   1,150,310 1,150,310   

資本剰余金合計     1,150,310 28.9 1,150,310 28.8   1,150,310 28.8

３．利益剰余金           

(1)利益準備金   193,500   193,500 193,500   

(2)その他利益剰余金           

別途積立金   1,370,000   1,370,000 1,370,000   

繰越利益剰余金   512,017   470,499 495,168   

利益剰余金合計     2,075,517 52.2 2,033,999 50.9   2,058,668 51.6

４．自己株式     △239,037 △6.0 △246,339 △6.2   △239,037 △6.0

株主資本合計     3,760,790 94.6 3,711,970 93.0   3,743,941 93.8

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    28,568 0.7 2,461 0.1   12,533 0.3 

２．土地再評価差額金     △387,533 △9.7 △387,533 △9.7   △387,533 △9.7

評価・換算差額等合
計  

    △358,964 △9.0 △385,071 △9.6   △374,999 △9.4

純資産合計      3,401,826 85.6   3,326,898 83.3   3,368,941 84.4 

負債純資産合計     3,973,985 100.0   3,992,729 100.0   3,990,892 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,235,605 100.0 1,294,712 100.0   2,527,239 100.0 

Ⅱ 売上原価     838,815 67.9 914,966 70.7   1,744,407 69.0

売上総利益     396,790 32.1 379,746 29.3   782,831 31.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    357,161 28.9 356,133 27.5   705,411 27.9

営業利益     39,629 3.2 23,612 1.8   77,419 3.1

Ⅳ 営業外収益 注１   25,284 2.1 15,936 1.2   45,783 1.8

Ⅴ 営業外費用     － 0.0 238 0.0   － 0.0

経常利益     64,913 5.3 39,310 3.0   123,203 4.9

Ⅵ 特別利益 注２   27,423 2.2 2,968 0.2   27,338 1.1

Ⅶ 特別損失 注３   28,255 2.3 550 0.0   28,937 1.1

税引前中間（当
期）純利益 

    64,081 5.2 41,727 3.2   121,604 4.8

法人税、住民税及
び事業税 

  3,107   23,729 15,025   

法人税等調整額   26,049 29,156 2.4 △5,024 18,704 1.4 40,812 55,837 2.2

中間（当期）純利
益 

    34,924 2.8 23,023 1.8   65,767 2.6

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

（注） 平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金
 その他利益剰余金 

利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年４月30日 

残高 

（千円） 

774,000 1,150,310 1,150,310 193,500 1,370,000 534,784 2,098,284 △239,037 3,783,557 

中間会計期間中の変

動額 
                 

剰余金の配当

（注） 
          △47,691 △47,691   △47,691 

役員賞与（注）           △10,000 △10,000   △10,000 

中間純利益           34,924 34,924   34,924 

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

                  

中間会計期間中の変

動額合計 

（千円） 

－ － － － － △22,766 △22,766 － △22,766 

平成18年10月31日 

残高 

（千円） 

774,000 1,150,310 1,150,310 193,500 1,370,000 512,017 2,075,517 △239,037 3,760,790 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年４月30日 残高 

（千円） 
31,989 △387,533 △355,544 3,428,013 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）       △47,691 

役員賞与（注）       △10,000 

中間純利益       34,924 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△3,420   △3,420 △3,420 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△3,420 － △3,420 △26,187 

平成18年10月31日 残高 

（千円） 
28,568 △387,533 △358,964 3,401,826 



当中間会計期間（自平成19年５月１日 至平成19年10月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金
 その他利益剰余金 

利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成19年４月30日 

残高 

（千円） 

774,000 1,150,310 1,150,310 193,500 1,370,000 495,168 2,058,668 △239,037 3,743,941 

中間会計期間中の変

動額 
                 

剰余金の配当           △47,691 △47,691   △47,691 

中間純利益           23,023 23,023   23,023 

自己株式の取得               △7,302 △7,302 

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

                  

中間会計期間中の変

動額合計 

（千円） 

－ － － － － △24,668 △24,668 △7,302 △31,970 

平成19年10月31日 

残高 

（千円） 

774,000 1,150,310 1,150,310 193,500 1,370,000 470,499 2,033,999 △246,339 3,711,970 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年４月30日 残高 

（千円） 
12,533 △387,533 △374,999 3,368,941 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △47,691 

中間純利益       23,023 

自己株式の取得       △7,302 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△10,071   △10,071 △10,071 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△10,071 － △10,071 △42,042 

平成19年10月31日 残高 

（千円） 
2,461 △387,533 △385,071 3,326,898 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

（注） 平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金
 その他利益剰余金 

利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年４月30日 

残高 

（千円） 

774,000 1,150,310 1,150,310 193,500 1,370,000 534,784 2,098,284 △239,037 3,783,557 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当

（注） 
          △47,691 △47,691   △47,691 

剰余金の配当（中

間配当） 
          △47,691 △47,691   △47,691 

役員賞与（注）           △10,000 △10,000   △10,000 

当期純利益           65,767 65,767   65,767 

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

                  

事業年度中の変動額

合計 

（千円） 

－ － － － － △39,616 △39,616 － △39,616 

平成19年４月30日 

残高 

（千円） 

774,000 1,150,310 1,150,310 193,500 1,370,000 495,168 2,058,668 △239,037 3,743,941 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年４月30日 残高 

（千円） 
31,989 △387,533 △355,544 3,428,013 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △47,691 

剰余金の配当（中間配当）       △47,691 

役員賞与（注）       △10,000 

当期純利益       65,767 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△19,455 － △19,455 △19,455 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△19,455 － △19,455 △59,072 

平成19年４月30日 残高 

（千円） 
12,533 △387,533 △374,999 3,368,941 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税引前中間（当期）
純利益 

  64,081 41,727 121,604 

減価償却費   67,292 66,118 143,815 

退職給付引当金の増
加額 

  2,019 4,224 886 

役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

  △100,380 3,747 △95,632 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △1,459 572 △1,358 

受取利息及び受取配
当金 

  △23,200 △14,024 △42,392 

有形固定資産売除却
損 

  1,709 550 2,391 

投資有価証券売却益   △26,248 － △26,248 

事業保険解約益   △750 － － 

売上債権の減少額   56,120 20,746 3,604 

たな卸資産の増加額   △23,066 △16,539 △22,466 

その他の流動資産の
減少額 

  10,371 2,577 4,713 

仕入債務の増加額   51,121 77,656 49,397 

未払金の減少額   △22,847 △11,994 △7,287 

未払費用の減少額   △12,310 △6,806 △6,496 

預り金の増減額（減
少:△） 

  △3,383 △2,954 109 

未払消費税等の増減
額（減少:△） 

  △11,450 11,716 △11,450 

役員退職功労加算金   25,020 － 25,020 

役員賞与の支払額   △10,000 － △10,000 

その他   4,183 1,626 172 

小計   46,821 178,946 128,379 

利息及び配当金等の
受取額 

  34,712 15,305 58,390 

役員退職功労加算金   △25,020 － △25,020 

法人税等の還付額   22,178 21,181 22,178 

法人税等の支払額   △14,798 △7,981 △37,907 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  63,894 207,451 146,021 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

有形固定資産の取得
による支出 

  △202,807 △56,377 △240,656 

有形固定資産の売却
による収入 

  130 41 130 

投資有価証券の取得
による支出 

  － △101,500 － 

投資有価証券の売却
等による収入 

  230,592 102,060 330,592 

貸付金の回収による
収入 

  270 630 640 

その他投資の減少額   3,189 381 △609 

その他投資の増加額   － △8,144 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  31,374 △62,909 90,096 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

配当金の支払額   △47,853 △47,561 △95,596 

自己株式取得による
支出 

  － △7,302 － 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △47,853 △54,863 △95,596 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

  47,416 89,678 140,520 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  781,165 921,686 781,165 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

(注) 828,581 1,011,365 921,686 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定）を採用し

ております。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同   左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定）を採用しており

ます。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

  (2）たな卸資産 

商品 

 先入先出法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同   左 

(2）たな卸資産 

商品 

同   左 

  製品 

 総平均法による原価法 

製品 

同   左 

製品 

同   左 

  原材料 

 総平均法による原価法 

原材料 

同   左 

原材料 

同   左 

  仕掛品 

 総平均法による原価法 

仕掛品 

同   左 

仕掛品 

同   左 

  貯蔵品 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

同   左 

貯蔵品 

同   左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物      ７～３８年 

機械及び装置   ４～８年 

有形固定資産 

 定率法（ただし、建物（附

属設備を除く）については定

額法）を採用しております。 

 なお、平成19年３月31日以

前に取得した固定資産につい

ては、旧定率法によっており

ます。 

 また、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を

除く）のうち、平成19年３月

31日以前に取得した建物（附

属設備を除く）については旧

定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物      ７～３８年 

機械及び装置   ２～８年 

有形固定資産 

 定率法（ただし、建物（附

属設備を除く）については定

額法）を採用しております。 

 なお、平成19年３月31日以

前に取得した固定資産につい

ては、旧定率法によっており

ます。 

 また、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を

除く）のうち、平成19年３月

31日以前に取得した建物（附

属設備を除く）については旧

定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物      ７～３８年 

機械及び装置   ４～８年 

    （追加情報）  

法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益がそれ

ぞれ3,324千円減少しておりま

す。  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

て貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し

回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同   左 

(1）貸倒引当金 

同   左 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において、発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

(2）退職給付引当金 

同   左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、計上してお

ります。 

  (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

  

同   左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同   左 同   左 

５．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

 手許現金及び要求払い預金の

ほか、取得日より３ヶ月以内に

満期日が到来する定期性預金及

び容易に換金可能であり、か

つ、価格の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっておりま

す。 

同   左 同   左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等と預り消

費税等は相殺し、未収消費税等

として流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等と預り消

費税等は相殺し、未払消費税等

として流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

──────  （固定資産の減価償却の方法） 

 前事業年度下期より、法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降取得の固

定資産については改正法人税法に規定す

る償却方法により、減価償却費を計上し

ております。なお、この変更による当中

間会計期間への影響は軽微であります。 

 （固定資産の減価償却の方法） 

 当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得の固定資

産については改正法人税法に規定する償

却方法により、減価償却費を計上してお

ります。なお、この変更による当事業年

度への影響は軽微であります。   

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号平成17年12月

９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は3,401,826千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しており

ます。 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は3,368,941千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年10月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年10月31日） 
前事業年度末 

（平成19年４月30日） 

注１ 有形固定資産 

減価償却累計額 

（千円） 

 1,464,519 

（千円） 

        1,587,126   

（千円） 

                   1,530,814 

注２ 中間期末日（期末日）

満期手形 

―――――― ―――――― 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理しております。 

したがって、当期末日が金融

機関の休業日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に

含まれております。 

受取手形    101,539千円 

支払手形      3,703千円 

設備支払手形   30,723千円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

注１ 営業外収益の主なもの 

受取利息 

有価証券利息 

（千円） 

2,703 

20,298 

（千円） 

2,672 

11,142 

（千円） 

5,243 

36,852 

注２ 特別利益の主なもの 

投資有価証券売却益 

（千円） 

26,248 

（千円） 

－ 

（千円） 

26,248 

注３ 特別損失の主なもの 

役員退職功労加算金 

（千円） 

25,020 

（千円） 

－ 

（千円） 

25,020 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 

（千円） 

67,292 

（千円） 

66,118 

（千円） 

143,815 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 5,850 － － 5,850 

合計 5,850 － － 5,850 

自己株式        

普通株式 550 － － 550 

合計 550 － － 550 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年７月26日 

定時株主総会 
普通株式 47,691 9 平成18年４月30日 平成18年７月26日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月14日 

取締役会 
普通株式 47,691  利益剰余金 9 平成18年10月31日 平成19年１月５日



当中間会計期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年10月31日）  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加15千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 5,850 － － 5,850 

合計 5,850 － － 5,850 

自己株式        

普通株式（注） 550 15 － 565 

合計 550 15 － 565 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月14日 

取締役会 
普通株式 47,691 9 平成19年４月30日 平成19年７月11日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年12月13日 

取締役会 
普通株式 42,272  利益剰余金 8 平成19年10月31日 平成20年１月７日



前事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日）  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式        

普通株式 5,850 － － 5,850 

合計 5,850 － － 5,850 

自己株式        

普通株式 550 － － 550 

合計 550 － － 550 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年７月26日 

定時株主総会 
普通株式 47,691 9 平成18年４月30日 平成18年７月27日 

平成18年12月14日 

取締役会 
普通株式 47,691 9 平成18年10月31日 平成19年１月５日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月14日 

取締役会 
普通株式 47,691  利益剰余金 9 平成19年４月30日 平成19年７月11日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

（注）現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（注）現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（注）現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成18年10月31日現在） （平成19年10月31日現在） （平成19年４月30日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 785,270 

流動資産「その他」(有価

証券) 
43,311 

現金及び現金同等物 828,581 

  （千円）

現金及び預金勘定 867,827 

流動資産「その他」(有価

証券) 
143,537 

現金及び現金同等物 1,011,365 

  （千円）

現金及び預金勘定 878,317 

流動資産「その他」(有価

証券) 
43,369 

現金及び現金同等物 921,686 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

（有形固定資
産）その他 

26,964 11,397 15,567 

無形固定資産 11,646 5,054 6,591 

合計 38,610 16,451 22,158 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

（有形固定資
産）その他 

24,516 14,301 10,215

無形固定資産 10,284 5,999 4,285

合計 34,800 20,300 14,500

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

（有形固定資
産）その他 

26,964 14,093 12,870

無形固定資産 11,646 6,219 5,426

合計 38,610 20,312 18,297

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同   左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額   未経過リース料中間期末残高相当額   未経過リース料期末残高相当額 

  （千円）

１年内 7,658 

１年超 14,500 

合計 22,158 

  （千円）

１年内 6,960 

１年超 7,540 

合計 14,500 

  （千円）

１年内 7,277 

１年超 11,020 

合計 18,297 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同   左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

  （千円）

支払リース料 4,536 

減価償却費相当額 4,536 

  （千円）

支払リース料 3,797 

減価償却費相当額 3,797 

  （千円）

支払リース料 8,397 

減価償却費相当額 8,397 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

（減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。  

（減損損失について）  

同   左 

（減損損失について）   

同   左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券の減損処理に関しては、中間会計期間末において時価が取得原価に比べて30％～50％の範囲で２年間

経過した場合、あるいは、中間会計期間末の直前１ヶ月の平均時価が取得原価の50％以下の場合に減損処理を

行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券の減損処理に関しては、中間会計期間末において時価が取得原価に比べて30％～50％の範囲で２年間

経過した場合、あるいは、中間会計期間末の直前１ヶ月の平均時価が取得原価の50％以下の場合に減損処理を

行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 6,285 39,360 33,075 

その他 498,204 501,307 3,103 

合計 504,489 540,667 36,178 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

フリー・ファイナンシャル・ファンド 43,311 

 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 6,285 28,623 22,338 

その他 397,644 368,200 △29,443 

合計 403,929 396,823 △7,105 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

フリー・ファイナンシャル・ファンド 143,537 



前事業年度末（平成19年４月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）、当中間会計期間（自 平成19年５月１日 

至 平成19年10月31日）及び前事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）、当中間会計期間（自 平成19年５月１日 

至 平成19年10月31日）及び前事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

 該当事項はありません。 

 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 6,285 32,256 25,971 

その他 398,204 381,551 △16,652 

合計 404,489 413,807 9,318 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

フリー・ファイナンシャル・ファンド 43,369 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１株当たり純資産額 

   641円97銭 

１株当たり純資産額 

      629円61銭 

１株当たり純資産額 

    635円76銭 

１株当たり中間純利益金額 

  6円59銭 

１株当たり中間純利益金額 

   4円35銭 

１株当たり当期純利益金額 

  12円41銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

同   左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年10月31日） 

前事業年度末 
（平成19年４月30日） 

純資産の部の合計額（千円） 3,401,826 3,326,898 3,368,941 

純資産の部の合計額から控除する金

額（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（千円） 
3,401,826 3,326,898 3,368,941 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（千株） 

5,299 5,284 5,299 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日）

当中間会計期間 
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日）

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日）

 中間（当期）純利益（千円） 34,924 23,023 65,767 

 普通株主に帰属しない金額 

 （千円） 
－ － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
34,924 23,023 65,767 

 期中平均株式数（千株） 5,299 5,297 5,299 



(2）【その他】 

平成19年12月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額……………………………… 42,272千円 

② １株当たりの金額…………………………………………… 8円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日………………… 平成20年１月7日 

 （注）平成19年10月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主もしくは登録株式質

権者に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第38期）（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日）平成19年７月27日東海財務局長に提出 

(2）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成19年９月１日 至 平成19年９月30日）平成19年10月２日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年10月１日 至 平成19年10月31日）平成19年11月１日東海財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年12月１日 至 平成19年12月31日）平成20年１月８日東海財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１９年１月１９日

オザキ軽化学株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 加藤 正樹  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西原 浩文  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

オザキ軽化学株式会社の平成１８年５月１日から平成１９年４月３０日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成 

１８年５月１日から平成１８年１０月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オザキ軽化学株式会社の平成１８年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１８年５月１日から平成１８年１０月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成２０年１月１８日

オザキ軽化学株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小川  薫  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西原 浩文  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオザキ軽化学株式会社の平成１９年５月１日から平成２０年４月３０日までの第３９期事業年度の中間会計期間

（平成１９年５月１日から平成１９年１０月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オザキ軽化学株式会社の平成１９年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１９年５月１日から平成１９年１０月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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